
 

沖縄県発達障害児（者）支援機関連絡会議設置要綱 

 

（設置目的） 

第１条 発達障害児（者）及びその家族に対し、途切れのない支援を推進するため、 

総務部、子ども生活福祉部、保健医療部、商工労働部、教育委員会及び病院事業

局の関係課等による沖縄県発達障害児（者）支援機関連絡会議（以下「連絡会議」

という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 連絡会議は次に掲げる事項を所掌する。 

（１）発達障害児（者）等に対する支援に係る現状及び課題の共有、及びその

対応協議に関すること。 

（２）沖縄県発達障害児（者）支援体制整備計画に基づく総合的かつ計画的な

事業の推進に関すること。 

（３）市町村が実施する発達障害児（者）支援施策の推進に対する県の支援体

制に関すること。 

（４）所管事項を明確にした推進体制の確立に関すること。 

 

（組織） 

第３条 連絡会議は、別表１に掲げる機関等で構成し、下部組織として別表２に掲 

げる職で構成する実務者会議を設置する。 

２ 連絡会議の委員長は、子ども生活福祉部子ども福祉統括監の職にある者を充て

る。 

 

（会議）  

第４条 連絡会議は、委員長が招集し、議事を進行する。 

２ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、障害福祉課長が、その

職務を代理する。 

３ 連絡会議は、発達障害児（者）に対する支援施策の進捗状況の確認や課題への

対応策を協議し、支援施策を着実に推進するため、定期的に開催するものとする。 

４ 実務者会議は、障害福祉課の班長が招集し、議事の進行を担当する。 

５ 実務者会議は、支援の現状及び課題について、具体的かつ実務的な検討を行い、

連絡会議においてその内容を報告するとともに、対応策の提案を行うものとする。  

 

（所管事項） 

第５条 発達障害者支援関連事業に係る所管事項は沖縄県発達障害児（者）支援体

制整備計画のとおりとする。 

 



（庶務） 

第６条 連絡会議に関する庶務は、子ども生活福祉部障害福祉課において処理する。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については別に定める。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２１年８月１０日から施行する。 

この要綱は、平成２２年１月２２日から施行する。 

この要綱は、平成２３年８月２９日から施行する。 

 この要綱は、平成２４年５月２５日から施行する。 

 この要綱は、平成２７年１２月４日から施行する。 

 この要綱は、平成２８年１１月１日から施行する。 

この要綱は、平成２９年 ７月１８日から施行する。 

この要綱は、平成３０年５月２２日から施行する。 

この要綱は、令和元年７月８日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第３条関係） 

連絡会議委員 

 所 属・職 名 

委員長 子ども生活福祉部 子ども福祉統括監 

委員 障害福祉課長 

          青少年・子ども家庭課長 

          子育て支援課長 

          児童相談所長 

          身体障害者更生相談所長 

          福祉事務所長 

 保健医療部    地域保健課長 

     総合精神保健福祉センター所長 

 総務部      総務私学課長 

 商工労働部    雇用政策課長 

 教育委員会    県立学校教育課長 

          義務教育課長 

 病院事業局    病院事業総務課医療企画監 

 

別表２（第３条関係） 

 実務者会議委員 

 所 属・職 名 

委員 子ども生活福祉部  障害福祉課地域生活支援班長 

           青少年・子ども家庭課児童育成班長 

           子育て支援課子育て班長 

           児童相談所自立支援班長 

           身体障害者更生相談所相談判定班長 

           福祉事務所地域福祉班長 

 保健医療部     地域保健課母子保健班長 

           総合精神保健福祉センター相談指導班長 

 総務部       総務私学課私学・法人班長 

 商工労働部     雇用政策課雇用対策班長 

 教育委員会     県立学校教育課特別支援教育室主任指導主事 

           義務教育課義務教育指導班長 

 病院事業局     病院事業総務課総務班長 


